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2022年度第2四半期決算説明会資料

2022年10月28日
株式会社JERA

（注）資料内の「年度」表記は4月から翌年3月までの期間を指します。
「2Q」表記は4月から9月までの期間を指します。
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決算概要
1

連結損益計算書 （億円）

2022/2Q(A) 2021/2Q(B) 増減(A-B) 増減率(%)

営業収益（売上高） 39,170 15,908 23,262 146.2

営業損益 ▲653 1,117 ▲1,770 ー

経常損益 ▲1,493 843 ▲2,336 ー

親会社株主に帰属する
四半期純損益

▲1,315 438 ▲1,754 ー

（参考）
期ずれ除き四半期純利益 2,316 1,348 967 71.7

連結貸借対照表 （億円）

2022/2Q(A) 2021年度末(B) 増減(A-B) 増減率(%)

資産 128,644 87,221 41,422 47.5

負債 107,240 67,478 39,761 58.9

純資産 21,404 19,743 1,660 8.4

有利子負債残高 35,700 26,465 9,234 34.9

Net DER 1.66 1.18 0.48
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決算のポイント

➢ 販売電力量の増加に加え、JERA Global Markets（以下、JERAGM）の売上増な
どにより、前年同期比2兆3,262億円増（146.2%増）の3兆9,170億円

【売上高】

➢ 純損益は、前年同期438億円から▲1,754億円減益の▲1,315億円（純損失）

・期ずれ差損が大幅に拡大（▲2,723億円、▲909億円→▲3,632億円）

・期ずれ除き利益は増益（+967億円、1,348億円→2,316億円）

➢ 期ずれ除き純利益は、LNGスポット調達の影響（▲849億円）等があったもの
の、JERAGMの最適化機能の活用等により増益

【純損益】
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(億円)
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※金額は税引後

連結純損益の変動要因

期ずれ除き利益の増加+967、期ずれ差損益の悪化▲2,723

JERAGM
利益増

期ずれ
差損

2021/2Q 2022/2Q

LNG
スポット
調達影響 その他

◼ 純損益は、資源価格高騰により期ずれ差損が大幅拡大したことから純損失へ
◼ 期ずれ除き利益は、LNGスポット調達の影響等があったものの、JERAGMの最適化機能

の活用等により増益

純利益 期ずれ除き
純利益

純損失

期ずれ除き
純利益

▲909

期ずれ
差損

▲3,632
LNG売却
関連益

• 燃料在庫単価影響 141

• 燃料調達競争力改善 269

3
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連結損益計算書
4

（億円）

2022/2Q(A) 2021/2Q(B) 増減(A-B) 主な増減要因

営業収益（売上高） 39,170 15,908 23,262 • 販売電力量の増加
• JERAGM売上増

営業費用 39,824 14,791 25,033 • 燃料費の増加
• JERAGM費用増

営業損益 ▲653 1,117 ▲1,770

営業外収益 253 53 199

営業外費用 1,092 327 765 • 為替差損 ＋886

経常損益 ▲1,493 843 ▲2,336
• 期ずれ差損益 ▲3,780(▲1,263→▲5,044)
• 期ずれ除き利益の増

+1,444(2,106→3,551)

法人税等 ▲706 118 ▲824

非支配株主利益 529 286 242

親会社株主に帰属する
四半期純損益

▲1,315 438 ▲1,754



© 2022 JERA Co., Inc. All Rights Reserved.

主要諸元
5

2022/2Q(A) 2021/2Q(B) 増減(A-B)

販売電力量（億kWh） 1,278 1,183 95

原油価格(JCC) ($/b) 111.9 70.3 41.6

為替レート (円/$) 134.0 109.8 24.2

※2022/2Qの原油価格は速報値
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（億円）

2022/2Q(A) 2021年度末(B) 増減(A-B) 主な増減要因

現金及び預金 3,748 5,143 ▲1,394

有形固定資産 23,138 21,738 1,400 • 国内火力リプレースの進捗等

投資有価証券 12,358 10,265 2,093

その他 89,398 50,074 39,323 • デリバティブ債権増（JERAGM等）
+29,260

資産合計 128,644 87,221 41,422

有利子負債 35,700 26,465 9,234
• 借入金 +6,639（子会社 ＋3,884）
• CP ＋630
• 社債 +1,965

その他 71,539 41,012 30,527 • デリバティブ債務増（JERAGM等）
+25,560

負債合計 107,240 67,478 39,761

株主資本 14,734 16,881 ▲2,146 • 株主への配当 ▲831
• 四半期純損益 ▲1,315

その他 6,669 2,862 3,807 • 為替換算調整勘定 +2,382

純資産合計 21,404 19,743 1,660

連結貸借対照表
6
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経営目標（財務健全性）の状況

資源価格高騰や円安に起因する要因が大部分であり、中長期的には改善の見通し

’22/3月

1.66倍

1.18倍

+0.57

’22/9月

’22/3月

15.0％

20.7％

+1.6
pt

▲4.8pt

’22/9月

資源価格高騰や円安
による期ずれ差損の
拡大を主因とした
有利子負債の増加

為替換算調整勘定
の増加等による
自己資本の増加

資源価格高騰に
よる、JERAGM
におけるデリバ
ティブ債権の増加

▲2.5pt

為替換算調整勘定
の増加等による
自己資本の増加

その他の
資産増加等

▲0.09

【Net DER】

◼ 有利子負債の増加により前期末比で
悪化し、1.66倍

（参考）【自己資本比率】

◼ デリバティブ債権をはじめとする総資産の
増加により、前期末比▲5.7ptの15.0％

7 

一時的な要因（当期期ずれ差損およびJERAGM
における証拠金による有利子負債の増加）を除
くと、2022年9月末時点では1.27倍

JERAGMにおけるデリバ
ティブ債権が資源価格高
騰前（2021年3月末）水準
と仮定すると、約27%
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連結キャッシュ・フロー

（億円）

2022/2Q(A) 2021/2Q(B) 増減(A-B)

営業キャッシュ・フロー ▲6,915 ▲128 ▲6,786

投資キャッシュ・フロー

固定資産の取得 ▲2,137 ▲1,909 ▲228

投資有価証券の取得 ▲95 ▲9 ▲86

その他 ▲13 ▲368 355

▲2,246 ▲2,286 40

フリー・キャッシュ・フロー ▲9,162 ▲2,415 ▲6,746

財務キャッシュ・フロー

有利子負債の増減額 8,365 1,593 6,771

配当金の支払額※2 ▲831 ▲334 ▲497

その他 ▲195 ▲120 ▲74

7,339 1,139 6,200

現金及び現金同等物の増減額（▲は減少） ▲1,319 ▲1,200 ▲118

8

◼ 資源価格高騰および円安を主因とする、期ずれ差損▲5,044億円、棚卸資産増加▲3,441億円、
JERAGM先物証拠金増加▲800億円等により、営業キャッシュフローが大幅に悪化（※1）

※1 金額は当2Qキャッシュ・フローへの影響額 ※2 非支配株主への配当金の支払額を除く
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セグメント情報

2022/2Q(A) 2021/2Q(B) 増減(A-B)
主な純損益(期ずれ除き)

増減要因売上高 純損益
(期ずれ除き)

売上高 純損益
(期ずれ除き)

売上高 純損益
(期ずれ除き)

燃料事業※ 29,503 1,208 9,564 892 19,938 316

•JERAGM利益増 +420

•2021北米ガス取引における
寒波影響反動 ▲84

海外発電
事業 22 ▲20 15 ▲330 7 309

•2021フォルモサ2減損損失
反動 +323

•海外火力IPP増益 +9

国内火力・
ガス事業 26,889

▲2,036

(1,596)
11,889

170

(1,080)
14,999

▲2,206

(515)

•LNGスポット調達影響 ▲849

•LNG売却関連益 +423

•燃料調達競争力改善 +269

•燃料在庫単価影響 +141

調整額 ▲17,243 ▲467 ▲5,560 ▲293 ▲11,683 ▲174

連結財務
諸表計上額 39,170

▲1,315

(2,316)
15,908

438

(1,348)
23,262

▲1,754

(967)

（億円）

※燃料上流・輸送・燃料トレーディング

9
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（参考）バリューチェーンとセグメント区分
10

➢ 燃料上流（ガス田の開発）から、燃料輸送、燃料貯蔵（燃料基地の運営）、発電、卸売まで、燃料・火力
のサプライチェーン全体を保有。

➢ セグメントとして、燃料上流事業等への投資、燃料輸送・燃料トレーディング事業を行う「燃料事業」、
海外の発電事業等への投資を行う「海外発電事業」、国内における電力・ガスの販売などを行う「国内火
力・ガス事業」に区分している。

海外発電事業

上流開発

最適化
ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ

受入・貯蔵

燃料調達

国内発電 電ガス販売

海外発電

輸送

国内火力・ガス事業

燃料事業
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2022年度業績見通し

【業績見通し】

◼ フリーポートLNG基地における火災影響▲1,100億円程度および期ずれ差損増加等を
見込み、純損益は▲2,000億円（期ずれを除いた純利益は1,000億円）の見通し。

◼ 今後の燃料市況や必要燃料調達数量の変動等により、収支が大きく変動する可能性が
ある。

（億円）

2022年度予想
(A)

2021年度実績
(B)

増減(A-B) 増減率(%)

純損益 ▲2,000 246 ▲2,246程度 -

(内訳)期ずれ差損益 ▲3,000 ▲2,524 ▲476程度 -

期ずれ除き利益 1,000 2,770 ▲1,770程度 ▲63.9

【主要諸元】

2022年度予想 2021年度実績

原油価格(JCC) ($/b) 101程度 77.1

為替レート (円/$) 139程度 112.4

11
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参考情報
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原油価格・為替レートの推移
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2021/4 2021/10 2022/4 2022/10

期ずれ影響のイメージ（2021/2Q－2022/2Q）
13

※金額は税引後

2021/2Q

費用の諸元

➢ 燃料価格変動の影響を販売価格に反映する燃料費調整の仕組みにおいて、燃料価格の変動を販売価格に反
映するまでの「タイムラグ」があるため、期間で区切った際には収支影響が生じる。

➢ 中長期的には収支影響はニュートラルとなる。

2022/2Q

収入の諸元

差損
▲909億円※

差損
▲3,632億円※
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期ずれ影響のイメージ（通期見通し）
14

費用の諸元

収入の諸元

2021年度 2022年度

※金額は税引後

差損
▲2,524億円※

差損
▲3,000億円※

2021/4 2021/10 2022/4 2022/10
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販売電力量・発電電力量の推移
15

【販売電力量（億kWh）】

4～6月 7～9月 10月～12月 1～3月 合計

2022年度 528 635 1,163

LNG 417（79％） 470（74％） 887（76％）

石炭 112（21％） 165（26％） 277（24％）

重油・
原油

0 （0％） 0 （0％） 0 （0％）

2021年度 534 617 623 699 2,473

LNG 412（77％） 468（76%） 484（78％） 558（80％） 1,923（78％）

石炭 122（23％） 149（24%） 138（22％） 141（20％） 550（22％）

重油・
原油

0  （0％） 0  （0％） 0  （0％） 0（0％） 0（0％）

※四捨五入の関係で合計は一致しない

4～6月 7～9月 10月～12月 1～3月 合計

2022年度 579 699 1,278

2021年度 537 646 649 723 2,555

【発電電力量（億kWh）】
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18年
3月

18年
9月

19年
3月

19年
9月

20年
3月

20年
9月

21年
3月

21年
9月

22年
3月

22年
9月

S&P R&I JCR

AAA

AA+

AA

AA-

A+

A

A-

BBB+

BBB

BBB-

JCR AA-

R&I A+ 

S&P A-

(19年10月)

【発行体格付けの推移】

格付取得状況
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参考情報：
各事業セグメントの概要・トピックス
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燃料事業セグメント：

燃料上流・輸送事業
17

プロジェクト名 所在地 LNG生産/液化能力 当社出資比率※1

ダーウィンLNG事業 豪州 約370万t/年 6.132%

ゴーゴンLNG事業 豪州 約1,560万t/年 0.417%

イクシスLNG事業 豪州 約890万t/年 0.735%

ウィートストーンLNG事業 豪州 約890万t/年
ガス田鉱区:10％
LNGプラント:8%

フリーポートLNG事業（第１系列） 米国 約515万t/年 25％

Freeport LNG社※2 米国 全3系列で約1,545万t/年※3 25.7％

➢ 世界最大級のLNG取扱規模（2021年度：約3,700万トン※）を活かし、LNG上流プロジェクトに参画する
ことで、Equity LNGや調達・トレーディングに資する情報を獲得。また、上流権益や輸送船を保有する
ことで安定的かつ柔軟性が高く、競争力のある燃料調達に貢献。

燃料上流プロジェクト

※1 ウィートストーンLNG事業は、当社が出資するPE Wheatstone社を通じた出資比率

※JERAグループ全体

➢ また以下プロジェクトへの出資参画。
➢ ブラウンフィールド案件であり、開発リスクは限定的。当社がこれまでLNGバリューチェーン事業等

を通じて蓄積してきた知見やノウハウを最大限活用しながら、競争力のあるLNGの確保・安定供給に
努める。

プロジェクト名 所在地 LNG生産/液化能力 当社出資比率

バロッサガス田開発事業 豪州
豪州ダーウィンLNG事業の後継ガス田開発のため、
LNG生産 / 液化能力は既存事業と同規模。

12.5%

※2 フリーポートLNG事業の運営会社

上流
開発

海外
発電

燃料
調達

最適化
ﾄﾚｰﾃﾞｨ

ﾝｸﾞ

受入
貯蔵

国内
発電

輸送
電ｶﾞｽ
販売

※3 第1系列（約515万t／年）を含む
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燃料事業セグメント：

トレーディング事業

➢ JERAGMはシンガポール本社に加え、英国、オランダ、米国および日本の拠点を合わせ約300名の体制で、
アセットバックトトレーディングを実施。

➢ グローバルな取引ネットワークを活用してJERA本邦発電事業における世界最大級規模のLNG及び石炭需要
に対応。またこの商流を梃子にして、市場・第三者との取引を通じた収益機会の効率的な捕捉・取引規模拡
大により、供給安定性の強化と収益拡大の両立を実現。（2022年第2四半期：純利益1,071億円）

➢ 株主が選出する取締役会によるガバナンスの下、与えられた取引実施枠内において事業実施。

18

販売契約

JERAGM

JERAの数量変動ニーズを満た
しつつ、契約の柔軟性やマー
ケット・インテリジェンスを
活用し、裁定取引による利益
獲得を追求

JERA発電所

国内外LNGトレーダー・
ユーザー

欧州LNG基地LNGサプライヤー・トレーダー

仕向地自由契約

DES（仕向地指定）

JERA発電所
（関係会社の発電所含む）

国内外石炭トレーダー・
ユーザー

調達契約

L

N

G

石
炭

L

N

G

石
炭石炭サプライヤー・トレーダー

上流
開発

海外
発電

燃料
調達

最適化
ﾄﾚｰﾃﾞｨ
ﾝｸﾞ

受入
貯蔵

国内
発電

輸送
電ｶﾞｽ
販売

JERAポートフォリオ

ファイナンシャル取引市場
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海外発電事業セグメント：

海外発電事業のポートフォリオ

運転中 建設中 合計

8,659

10,898

2,239

アジア

59%中東

12%

北中米

28%

その他

1%

地域別ポートフォリオ

➢ 世界各国のプロジェクトで培った経験を活かし事業を展開。持分出力は10,898MW（建設中を含む）

➢ メキシコ・ファルコンガス火力の株式を売却予定。保有資産売却・再投資によりポートフォリオを入
れ替え、事業環境の変化に合わせた最適な資産構成を実現し、資金確保と収益拡大を目指す。

➢ 2022年8月にベトナムの大手再生可能エネルギー発電事業者であるザライ電力合弁会社の発行済み株
式の約35.1%を取得することとし、売主との間で株式売買契約を締結。当社は、ベトナムの経済成長
と脱炭素化の両立に貢献するとともに、収益基盤の拡大に努める方針。

＜持分出力（2022年9月末時点）＞
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海外発電事業セグメント：

海外発電事業案件一覧①

プラットフォーム型*事業投資

国名 事業会社・プロジェクト名 出資比率 発電出力 燃種 備考

フィリピン ティームエナジー社 25.0%~50.0% 2,341MW 石炭火力

フィリピン アボイティス・パワー社 27% 4,806 MW
石炭・石油火力

/ 再エネ
建設中含む

タイ EGCO社 12.3% 6,071 MW
石炭・ガス火力 / 

再エネ
建設中含む

ベトナム ザライ電力合弁会社＊ 35.1% 538MW
太陽光 ・陸上風

力・水力
建設中含む

インド ReNew社 6.8% 13,151 MW
太陽光 ・陸上風

力・水力
建設中含む

バングラデシュ サミット・パワー社 22.0% 2,418 MW ガス火力 建設中含む

英国 蓄電池(Zenobe) 9.9% 73 MW ー

20

IPP事業（1/2）

台湾 彰濱/豊徳/星元 ガス火力 IPP 19.5%~22.7% 3,060 MW ガス火力 建設中含む

台湾 フォルモサ1 洋上風力 32.5% 128 MW 洋上風力

台湾 フォルモサ2 洋上風力 49.0% 376 MW 洋上風力 建設中

ベトナム フーミー ガス火力 IPP 15.6% 715 MW ガス火力

インドネシア チレボン2 石炭火力 IPP 10.0% 1,000 MW 石炭火力 建設中

タイ ATバイオパワー 籾殻発電 29.0% 20 MW バイオマス

タイ ラチャブリ ガス火力 IPP 15.0% 1,400 MW ガス火力

*複数の発電案件等に参画する事業会社

（2022年9月末時点）
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＊2022年8月株式売買契約を締結済み
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海外発電事業セグメント：

海外発電事業案件一覧②
21

IPP事業（2/2）

国名 プロジェクト名 出資比率 発電出力 燃種 備考

タイ 太陽光発電 49.0% 31 MW 太陽光

タイ 風力発電 5.0% 180 MW 陸上風力

バングラデシュ メグナハット・ガス火力IPP 49.0% 718 MW ガス火力 建設中

U.A.E ウム・アル・ナール ガス火力 IWPP 20.0% 1,550 MW ガス火力

カタール ラスラファンB ガス火力 IWPP 5.0% 1,025 MW ガス火力

カタール ラスラファンC ガス火力 IWPP 5.0% 2,730 MW ガス火力

カタール メサイード ガス火力 IPP 10.0% 2,007 MW ガス火力

カタール ウム・アル・ホール ガス火力 IWPP 10.0% 2,520 MW ガス火力

オマーン スール ガス火力 IPP 19.5% 2,000 MW ガス火力

メキシコ バジャドリド ガス火力 IPP 50.0% 525 MW ガス火力

メキシコ ファルコン ガス火力 IPP 20.0% 2,233 MW ガス火力 売却予定

米国 テナスカ ガス火力 IPP 11.1%~17.5% 2,950 MW ガス火力

米国 キャロルカウンティ ガス火力 IPP 20.0% 702 MW ガス火力

米国 クリケットバレー ガス火力 IPP 38.0% 1,100 MW ガス火力

米国 リンデン ガス火力 IPP 50.0% 972 MW ガス火力

米国 コンパス ガス火力 IPP 50.0％ 1,123 MW ガス火力

米国 エル・サウズ陸上風力 100.0% 302 MW 陸上風力 建設中

英国 ガンフリートサンズ 洋上風力 25.0% 173 MW 洋上風力

（2022年9月末時点）

上流
開発

海外
発電

燃料
調達

最適化
ﾄﾚｰﾃﾞｨ

ﾝｸﾞ

受入
貯蔵

国内
発電

輸送
電ｶﾞｽ
販売



© 2022 JERA Co., Inc. All Rights Reserved.

国内火力・ガス事業セグメント：

国内火力リプレースの進捗状況
22

➢ 姉崎、横須賀、五井の3地点において、最新鋭の高効率火力発電設備へのリプレースを推
進。なお、武豊地点については2022年8月5日に営業運転開始済み。

➢ 知多火力は2021年度末に1～4号機を廃止し、2026年度に5号機の廃止を予定。7、8号
機は新設を検討中（環境影響評価方法書手続完了）。

開発地点 開発状況

姉崎 2020年2月に本格工事着工。工事進捗率90%

横須賀 2019年8月に本格工事着工。工事進捗率87%

五井 2021年4月に本格工事着工。工事進捗率56%
※2022年9月末時点

リプレース計画

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

<新設>
横須賀
65×2

五井
78×3

姉崎
65

武豊
107

知多
53×2

50
70

<廃止>

姉崎
65×2

石炭

LNG

［単位：万kW］
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知多
85
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国内火力・ガス事業セグメント：

当社の電源構成

➢ 当社の電源構成は、CO2排出の少ないLNG比率が高いことが特徴。

➢ 石炭においては比較的CO2排出の少ない超々臨界圧発電方式（USC）が占める
割合が大きいことも特徴。また、2030年までに非効率な石炭火力発電所を全台
停廃止する※1。

重油・原油
14%
石炭 16%
（USC 14%）

LNG 
71%

※1 2020年10月13日プレスリリース「2050年におけるゼロエミッションへの挑戦について」
https://www.jera.co.jp/information/20201013_539

※2 2022年9月末時点。建設中含む。共同火力保有分は除く
※3 LPG・都市ガス含む

23
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燃種別 出力（発電端）

石炭
（USC再掲）

1,032万kW
（892万kW）

LNG※3 4,644万kW

重油・原油 900万kW

合計 6,576万kW

当社の電源構成※2

https://www.jera.co.jp/information/20201013_539
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① 上越 238 万kW ◆

② 広野 440 万kW ◆◆◆

③ 常陸那珂 200 万kW ◆

④ 常陸那珂共同（常陸那珂ｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ） 65 万kW ◆

⑤ 鹿島 566 万kW ◆◆◆

⑥ 千葉 438 万kW ◆

⑦
五井（五井ﾕﾅｲﾃﾞｯﾄｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ）

※2024年度に運転開始予定
234 万kW ◆

⑧ 姉崎 120 万kW ◆

⑨
姉崎（JERAパワー姉崎）

※2023年度に運転開始予定
194.1 万kW ◆

⑩ 袖ケ浦 360 万kW ◆

⑪ 富津 516 万kW ◆

⑫
横須賀（JERAパワー横須賀）

※2023年度に運転開始予定
130 万kW ◆

⑬ 南横浜 115 万kW ◆

⑭ 横浜 301.6 万kW ◆

⑮ 東扇島 200 万kW ◆

⑯ 川崎 342 万kW ◆

⑱ 品川 114 万kW ◆

⑲ 渥美 140 万kW ◆◆

⑳ 碧南 410 万kW ◆

㉑
武豊（JERAパワー武豊）

※2022年8月に運転開始
107 万kW ◆

㉒ 知多 170.8 万kW ◆

㉓ 知多第二 170.8 万kW ◆

㉔ 新名古屋 305.8 万kW ◆

㉕ 西名古屋 237.6 万kW ◆

㉖ 川越 480.2 万kW ◆

㉗ 四日市 58.5 万kW ◆

国内火力・ガス事業セグメント：

国内火力発電所一覧
24

2022年9月末時点
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➢ 日本国内の火力発電の約半分の容量を保有。

国内火力発電所一覧
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参考情報：
「JERAゼロエミッション2050」

の進捗
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JERAゼロエミッション2050：

「JERAゼロエミッション2050 日本版ロードマップ」

➢ 非効率石炭廃止／アンモニア混焼／水素混焼／再エネにより、日本国内事業の
CO2排出量ネットゼロに挑戦。

25

※政府が示す2030年度の長期エネルギー需給見通しに基づく、国全体の火力発電からの排出原単位と比べて。

水素混焼

アンモニア混焼

再生可能エネルギー
• 洋上風力を中心とした開発促進
• 蓄電池による導入支援

2030

CO₂
排出

原単位

20%減※

2050

CO₂ 

排出ゼロ
に挑戦

非効率石炭火力停廃止
• 2030年までに非効率石炭火力

（超臨界以下）を全台停廃止

混焼率

50%

専焼化

100%

本格運用
開始

H H

H
N

H

H

2035

CO₂
排出量

60％
以上
削減

（2013
年度比）

混焼率
拡大実証

技術的課題の解決
（水素キャリアの選定）

実証 混焼率20％本格運用開始
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JERAゼロエミッション2050：

バリューチェーンにおけるゼロエミ達成に向けた取り組み

➢ 燃料の上流開発から、輸送・貯蔵、発電・販売までの一連のバリューチェーンに事業参
画。世界各国や企業と協業し、ゼロエミ達成に向けた取り組みを進めている。

燃料上流開発・製造・調達 輸送・貯蔵 発電・販売

再生可能エネルギー開発

⚫アンモニア・水素のサプライチェーン構築に
向けた国内外の大手企業との協業

⚫米国におけるCO₂分離回収及びメタネーショ
ンに関する事業可能性調査の実施

⚫燃料アンモニアサプライチェーン構築に係る
アンモニア製造新触媒の開発・技術実証

⚫燃料アンモニアの調達に向けた国際競争入札
の実施

⚫水 素 貯 蔵・輸
送技術の開発企
業ハイドロジー
ニアス社への出
資

⚫碧南火力発電所でのアンモニア混焼及び混
焼率向上技術に関する実証事業の検討

⚫石炭ボイラに適したアンモニア専燃バーナ
ーの開発・実証事業の検討

⚫国内LNG火力発電所における水素利用の実
証事業の検討

⚫米国リンデン・ガス火力発電所6号機におけ
る水素利用の検討

⚫天然ガス火力発電排ガスからの大規模CO2
分離・回収技術開発・実証

⚫北海道・青森県・山形県・秋田県での洋上風
力の開発の検討

⚫英国ガンフリートサンズ洋上風力・台湾フォ
ルモサ1～3洋上風力への参画

⚫ TLP方式による浮体式洋上風力発電 低コス
ト化技術検証事業の採択

⚫インド再生可能エネルギー発電事業者のReNew社
への出資

⚫北米での陸上風力・太陽光発電の開発

⚫米国エル・サウズ陸上風力への参画

⚫ウエストHDとの業務提携に関する最終合意

⚫英国蓄電池事業者のゼノベ社への出資

⚫蓄電システムデータプラットフォームの実証

⚫電動車用リチウムイオン電池の低環境負荷型
リサイクルプロセスの開発・実証事業

⚫ベトナム大手再生可能エネルギー発電事業者
のザライ社への出資

上流開発
燃料調達

輸送

受入・貯蔵

発電

電力販売

26

再エネ
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件
名

カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／アン
モニア混焼火力発電技術研究開発・実証事業

グリーンイノベーション基金事業/燃料アンモニアサプラ
イチェーンの構築プロジェクト/石炭ボイラにおけるアン
モニア高混焼技術の開発・実証に関する事業

事
業
内
容

碧南火力発電所4号機（発電出力：100万kW）において、
2023年度にアンモニア20%混焼を目指す。
また、同発電所5号機（発電出力：100万kW）において、
材質の異なるバーナを用いた小規模利用試験を実施中

1. 碧南火力発電所4号機または5号機にアンモニア高混
焼バーナを実装し、アンモニアの混焼率を50％以上
に拡大させることを目指す。2024年度までに50%以
上のアンモニア混焼が可能なバーナを開発し、2028

年度までに実機で50%以上のアンモニア混焼を開始
する予定

2. 石炭ボイラに適したアンモニア専焼バーナを開発し、
実機で実証運転することを目指す。2024年度までに
アンモニアの専焼が可能なバーナを開発し、2028年
度までにボイラ型式の異なる実機2ユニットにおいて
50%以上のアンモニア混焼を検証予定

アンモニア混焼に関する取り組み

JERAゼロエミッション2050：

ゼロエミッション火力に向けた取り組み①
27

➢ NEDOの採択を受け、以下事業を実施中。20％混焼開始時期は2024年度から2023年度へ前倒し。

水素混焼に関する取り組み

➢ NEDOの「グリーンイノベーション基金事業/大規模水素サプライチェーン構築プロジェクト」にお
いて「LNG火力発電所における水素発電技術の実機実証に関する事業」の採択を受け、国内LNG火
力発電所における水素利用の実用化に向け実証事業を開始。運用特性や環境特性等の評価を行う（事
業期間：2021年10月～2026年3月）

➢ 米国・リンデンガス火力発電所6号機における水素利用を検討。2022年頃の完工を目指し、既存ガス
タービンの改造工事を進める
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JERAゼロエミッション2050：

ゼロエミッション火力に向けた取り組み②
28

水素・アンモニアのサプライチェーン構築

➢ アンモニア・水素のサプライチェーン構築に向けて、国内外の大手企業と協業（直近1年間の公表内容）。

協業先※一部出資先含む 内容

Uniper社（ドイツ）
LNGおよび米国産クリーンアンモニアの調達・販売に係る共同検討の覚書
を締結（2022年9月）

出光興産（日本）
伊勢湾地区における水素のサプライチェーン構築を共同で検討していく
ことを定めた覚書を締結（2022年6月）

ENEOS（日本）
JFEホールディングス（日本）

神奈川県京浜臨海部における水素・アンモニアの受入拠点および
サプライチェーンの構築、供給事業の可能性について、覚書を締結し、
具体的な検討を開始（2022年4月）

九州電力（日本）・中国電力（日本）
発電用燃料としての水素・アンモニアの導入に向けて、協業検討の覚書を
締結（2022年4月）

Topics：Uniper社との覚書締結

➢ LNGについては、当社およびUniper社が保有するLNGポートフォリオを活用した最適化及び、長期的な
安定供給の向上を目指し新たなLNGポートフォリオの構築も含め検討していく。

➢ 米国産クリーンアンモニアについては、米国メキシコ湾岸で大規模に水素を生産し、クリーンアンモニ
アに転換して、当社およびUniper社に供給することを通じ、欧州向け、将来的には日本やアジア諸国へ
のアンモニア供給力の向上について検討していく（2022年9月）。
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JERAゼロエミッション2050：

再エネ開発目標およびトピックス
29

再エネ開発実績・目標

（GW）

（年度）

1.7 

0 1 2 3 4 5

2025

2021

2020
2019
2018

2025年

再エネ開発目標５GW

➢ 大手再生可能エネルギー事業者であるザライ電力
合弁会社の発行済み株式の約35.1％の取得に向け、
売主との間で株式売買契約を締結（2022年8月）

• ベトナムは、再生可能エネルギー源に恵まれており、次期
国家電力マスタープランにおいても、意欲的な再生可能エ
ネルギーの導入を掲げる見通し

• ザライ電力合弁会社は、増大する同国の電力需要への対応
とエネルギーの脱炭素化に対応するため、太陽光や風力を
中心に開発を進め、2025年までに1.7GWまで発電資産を
拡大することをミッションに掲げている

• 当社は、ベトナムの経済成長と脱炭素化の両立に貢献する
とともに、収益基盤の拡大に努める方針

ベトナム・ザライ電力合弁会社への出資

会社名 GIA LAI ELECTRICITY JOINT STOCK COMPANY

会社概要 水力、太陽光、風力等の再生エネルギープロジェクトを
開発・運営するベトナム大手再エネ事業者。1989年設立。
2019年ホーチミン証券取引所上場。

主要株主 Thanh Thanh Cong グループ（農業やエネルギー、不動
産、観光分野で40年以上にわたり活動する地場系コング
ロマリット）

発電資産
（2021年末）

水力 ：81MW    （12 Plants）
太陽光：292MWp（5 Plants + 34 Rooftop systems）
風力 ：130MW  （3 Plants）

時価総額 約1.8億 USD ※2022年10月24日時点

【ザライ電力合弁会社】
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JERAゼロエミッション2050：

洋上風力の開発

洋上風力開発状況

➢ 「秋田事務所」を事業拠点に、以下の地点等で国内洋上風力開発に向けた取り組みを実施中。

➢ アジアの洋上風力先進地の台湾において、開発段階の異なるプロジェクトに参画しノウハウを蓄積中。

発電容量 基数 商業運転開始 事業パートナー

フォルモサ１ 128MW 22基 2019年12月※１

エルステッド社、
Seagull社、

スワンコール社

フォルモサ２ 376MW 47基 2022年
マッコーリー社、
スワンコール社

フォルモサ３
2,004MW

※2
未定

2026~2030年
（目標）

マッコーリー社、
EnBW社

※1 2基（8MW）は2017年4月に運転開始 ※2 予定出力（最大）

開発地点 発電出力 開発状況

山形県遊佐沖 最大450MW • 環境影響評価法手続中（方法書）

北海道石狩湾沖 最大520MW • 環境影響評価法手続中（配慮書）

秋田県八峰町及び能代市沖 最大356MW • 環境影響評価法手続中（配慮書）

青森県つがる市沖南部 最大600MW • 環境影響評価法手続中（配慮書）
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